
○豊明市私立保育所等運営費補助金交付要綱 

平成３０年３月２９日 

決裁 

改正 平成３０年８月３１日 

令和元年１０月２３日 

令和２年７月２７日 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、私立保育所の安定的な運営及び地域の実情に応じた多様

な保育の提供を可能とするため、予算の範囲内において交付する私立保育所

等運営費補助金（以下「補助金」という。）に関して、豊明市補助金等交付

規則（昭和４８年豊明市規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。

以下「法」という。）、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

及び子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号）において使

用する用語の例による。 

（補助対象者） 

第３条 補助金は、豊明市内において法第３９条第１項の保育所又は同法第３

９条の２第１項の幼保連携型認定こども園（子ども・子育て支援法第１９条

第１項第２号及び第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用定員部分に

限る。）を設置する者で、法第３５条第４項の認可を得たものに対して交付

する。 

（補助対象事業等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる事業とする。 

（１） １歳児保育実施費補助事業 満１歳以上満２歳に満たない幼児５人

につき１人以上の保育士配置を確保できるように、保育所への支援を行い、

もって保育実施児童の処遇向上と３歳未満児の受入促進を図る事業 

（２） 障害児保育実施費補助事業 療育支援加算の対象施設において、障

害児施策との連携を図りつつ、障害児保育に関する専門性を活かして地域



住民や保護者からの育児相談等の療育支援に積極的に取り組むことができ

るように、主任保育士を補助する者の配置を支援する事業 

（３） 副食費徴収免除費補助事業 教育・保育給付認定保護者のうち、低

所得で生計が困難である者等の子どもが、特定教育・保育等を受けた場合

において、当該保護者が支払うべき実費徴収費用の一部を補助することに

より、これらの者の円滑な利用を図る事業 

（４） 産休・病休代替職員設置費補助事業 愛知県の産休・病休代替職員

制度実施要綱に基づき、職員が出産又は傷病のため長期にわたって継続す

る休暇を必要とする場合に、その職員の職務を行わせるための産休・病休

代替職員を臨時的に任用する保育所を支援する事業 

（５） 延長保育事業 延長保育事業実施要綱（平成２７年７月１７日雇児

発０７１７第１０号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「延長保育事

業の実施について」別紙）に定める延長保育事業 

（６） 体調不良児対応型病児保育事業 病児保育事業実施要綱（平成２７

年７月１７日雇児発０７１７第１２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長

通知「病児保育事業の実施について」別紙）に定める病児保育事業のうち

同要綱第４項第３号に掲げる事業 

（７） 保育補助者雇上強化事業 保育補助者雇上強化事業実施要綱（平成

２９年４月１７日雇児発０４１７第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

長通知「保育人材確保事業の実施について」別添７）に定める保育補助者

雇上強化事業 

（８） 保育体制強化事業 保育体制強化事業実施要綱（平成２９年４月１

７日雇児発０４１７第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知「保育

人材確保事業の実施について」別添６）に定める保育体制強化事業 

（９） 保育所等賃借料支援事業 都市部における保育所等への賃借料等支

援事業実施要綱（平成２９年３月３１日雇児発０３３１第３０号厚生労働

省雇用均等・児童家庭局長通知「認可保育所等設置支援事業の実施につい

て」別添２）に定める都市部における保育所等への賃借料等支援事業 

（１０） 事故防止対策事業 保育環境改善等事業実施要綱（平成２９年３

月３１日雇児発０３３１第３０号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知



「認可保育所等設置支援事業の実施について」別添５）第３項第２号に掲

げる安全対策事業のうち睡眠中の事故防止対策として行う事業。ただし、

補助金の交付を受けた年度の翌年度以降に行う事業を除く。 

２ 補助対象経費は、別表第１欄に掲げる事業につき、同表第２欄に定めると

おりとする。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表第１欄に掲げる事業につき、同表第３欄に定める

額を合計した額とし、予算の範囲内で交付する。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に１００円未満の端数があるとき又

はその全額が１００円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り

捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 補助金の交付申請は、年度ごとに行うものとする。この場合において、

規則第４条第１項の市長が定める期日は、４月３０日又は事業開始の日のい

ずれか遅い日とする。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 この要綱の施行の際現に豊明市内において法第３９条第１項の保育所

を設置する者は、この要綱の施行の日から２年間は、第４条及び第５条の規

定にかかわらず、第４条第１号から第８号まで（第３号及び第６号を除く。）

の事業に係る補助金の額に代えて、平成２９年度豊明市民間保育所運営費補

助金交付要綱（平成２９年６月２９日決裁）の例による算出額（人件費に限

る。この場合において、同要綱別表第２人件費の項補助金額の欄に掲げる合

計額は、平成２９年度豊明市民間保育所運営費補助金の実績報告において算

出の基礎とした額とする。）により交付申請することができる。 

附 則（平成３０年８月３１日） 



この要綱は、決裁の日から施行する。 

附 則（令和元年１０月２３日） 

（施行期日） 

第１条 この要綱中第１条の規定は、決裁の日から施行し、同条の規定による

改正後の豊明市私立保育所運営費補助金交付要綱の規定は、令和元年１０月

以降の利用分に係る副食の提供から適用する。 

２ この要綱中第２条の規定は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

第２条 第２条の規定による改正後の豊明市私立保育所等運営費補助金交付要

綱第４条第１項の規定は、令和２年度分の交付申請に係る補助金から適用し、

令和元年度以前の交付申請に係る補助金については、なお従前の例による。 

附 則（令和２年７月２７日） 

この要綱は、決裁の日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

別表（第４条、第５条関係） 

１ 区分 ２ 対象経費 ３ 補助金の額 

１歳児保育実

施費補助事業 

満１歳以上満２歳に

満たない幼児５人に

つき１人以上保育士

を確保するのに必要

な人件費 

１月につき、利用定員（受入定員がこれ

を下回る場合にあっては受入定員）に係

る指数（市基準による必要保育士数から

国基準による必要保育士数を控除した

数。小数第３位以下切捨て）に市長が定

める額を乗じて得た額。ただし、愛知県

１歳児保育実施費補助金交付要綱（平成

１７年９月８日付け１７児第２０７２号

愛知県健康福祉部長通知）に基づき算出

した額が、これより大きい場合はその額 

障害児保育実

施費補助事業 

療育支援加算の要件

における主任保育士

を補助する者（以下

「補助者」という。）

１月につき、実支出額（市長が定める額

に補助者の数（障害児おおむね３人に１

人以内で市長が認めた人数）を乗じて得

た額を上限とする。）に４分の３を乗じ



の人件費 て得た額から療育支援加算の額を控除し

た額 

副食費徴収免

除費補助事業 

満３歳以上教育・保

育給付認定子どもの

うち、その教育・保

育給付認定保護者及

び当該教育・保育給

付認定保護者と同一

世帯に属する者に係

る市町村民税所得割

合算額が７７，１０

１円未満であるもの

に対する副食の提供

（特定教育・保育施

設及び特定地域型保

育事業並びに特定子

ども・子育て支援施

設等の運営に関する

基準（平成２６年内

閣府令第３９号）第

１３条第４項第３号

イ及びロに掲げる場

合における副食の提

供を除く。）に要す

る費用 

実支出額。ただし、各月在籍の対象子ど

も数に、市長が定める額を乗じて得た額

を上限とする。 

産休・病休代替

職員設置費補

助事業 

産休・病休代替非常

勤職員（保育士）の

人件費 

実支出額（市長が定める額に勤務日数を

乗じて得た額を上限とする。） 

延長保育事業 延長保育の実施に必 市長が定める額 



要な費用 

体調不良児対

応型病児保育

事業 

病児保育の実施に必

要な費用 

実支出額。ただし、市長が定める額を上

限とする。 

保育補助者雇

上強化事業 

保育補助者の人件費 実支出額。ただし、市長が定める額を上

限とする。 

保育体制強化

事業 

保育支援者の人件費 実支出額。ただし、市長が定める額を上

限とする。 

保育所等賃借

料支援事業 

保育所の用に供する

建物の賃借料 

実支出額（市長が定める額を上限とす

る。）から賃借料加算の額を控除した額

に４分の３を乗じて得た額 

事故防止対策

事業 

備品等の購入費、リ

ース料 

実支出額（市長が定める額を上限とす

る。）に４分の３を乗じて得た額 

 


